
1 ．はじめに

　近年、地球温暖化対策として、世界的にも省エネが求められている。家庭部門でも、増加傾向にある
最終エネルギー消費量1）を減らし、東日本大震災後の原子力発電所の停止に伴うエネルギー不足の解消
もあり、節電はもとより、冷蔵庫やエアコンなど省エネ家電や省エネ住宅の普及、特に太陽光パネルな
どを設置し、再生可能エネルギーによる発電により、年間のエネルギー消費量の収支ゼロを目指した
ZEH（ゼッチ）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）と呼ばれる省エネ住宅の普及も期待されている。
経済産業省資源エネルギー庁によると、家庭のエネルギー消費において、約30％を占めている暖冷房の
エネルギー消費を抑えることのできる住宅を省エネ性能の高い住宅という。2021年に決定された日本政
府の「第 6 次エネルギー基本計画」では、2030年において新築戸建住宅の 6 割に太陽光発電設備が設置
されることを目指している。省エネ住宅の実現には、断熱、日射遮蔽、気密が柱となる。このような性
能により快適さ、経済的、健康的、耐久性といったメリットが享受できる。ただし、初期費用である住
宅購入価格が高価であり、すでに家を建てた場合、リノベーションが必要といった問題もある。
　本論文では、上記の問題意識より、特に太陽光パネルを設置する ZEH 型省エネ住宅の普及に注目し、
どのような個人が省エネ住宅を購入したかをアンケート調査により収集したデータに基づき計量経済学
的に分析する。その際、個人が持つエネルギーリテラシー、つまりエネルギーに対する知識がどのよう
に影響したかを分析する。エネルギーリテラシーが高い個人は ZEH 型省エネ住宅を購入すると考える。
エネルギーリテラシーとはエネルギーに関する知識と定義する。本論文ではどのような種類のエネル
ギーリテラシーが省エネ住宅の購買行動に影響するかを分析するため、いくつかのカテゴリーに分類し
た。①エネルギーに関する一般的な知識、②再生可能エネルギーに関する知識、③実施されているエネ
ルギー政策に関する知識、④エネルギーに関する認識、⑤日常生活での省エネにつながる行動、⑥省エ
ネ対策として実行したことに分類した2）。エネルギーに関する一般的な知識とは、例えば、日本の電源
構成を知っているかなどがある。本論文では太陽光パネルを設置した省エネ住宅に対する選好に関心が
あるので、再生可能エネルギーに関する知識も質問した。エネルギーに関する認識とは、使用している
月当たり電気・ガス使用料や契約している料金プランを把握しているかなどである。日常生活での省エ
ネにつながる行動とは、例えば、電気機器を使用しないときはコンセントを抜くかどうかなどが含まれ
る。省エネ対策として実行したかについては、節電のために電気料金プランを変更したか、省エネ家電
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に買い替えたかなどがある。個人にこのようなエネルギーに関する質問をし、エネルギーリテラシーに
関するスコアを計算し、説明変数に使用した。加えて金融や投資リテラシーに関する質問もした。省エ
ネ住宅を購入は、同時に借入を伴うことが多く、金融リテラシーも省エネ住宅の購買に大きく影響する
と考えたからである3）。省エネ住宅は初期費用が高額であるものの、年間の電気・ガス料金を削減する
ことで中長期的に初期費用の高額さを上回る費用削減が期待できる。太陽光パネルの設置により、売電
収入も期待できる。このような観点から投資リテラシーも影響すると考えられる。
　省エネ機器や住宅は、社会的な必要性が高いにも関わらず、初期費用が高額である一方、情報が乏し
いと、高額な初期費用がハードルとなり普及を阻害するエネルギー効率ギャップの問題が指摘されてき
た4）。そのため各国政府は補助金や減税で普及を支援し、省エネラベルの表示を義務付け、消費者に運
転費用や CO 2 排出量などの情報を提供するなどしてきた。これまでも個人にそのような情報を与え、
省エネ機器への選択を促すという研究は数多く実施されてきた（Newell and Siikamäki 2014、Davis 
and Metcalf 2016、 Lang et al. 2021）。一方で個人が持つエネルギーリテラシーが省エネ機器の選好に
どのように影響するかを分析した研究も多く存在する。Brounen et al.（2013）では、オランダの家庭に、
Blasch et al.（2017）では、スイスの家庭に対して、個人のエネルギーや金融、投資のリテラシーが、
電力消費量にどのように影響するかをサーベイデータを用いて実証分析している。エネルギーリテラ
シーよりも、個人の社会的属性が、省エネ行動に影響するとの結論を得ている。Blasch et al.（2019）
では、スイスの家庭を対象にエネルギーや投資のリテラシーがある個人は最もエネルギー効率の高い機
器を選択することをランダム化比較実験により明らかにしている。Blasch et al.（2022）では、消費者
はエネルギー効率の高い機器を選択する際に、限定合理性があるため、エネルギー効率ギャップを引き
起こすと考えており、 2 種類のランダム化比較実験によりエネルギーと投資のリテラシーの高さがエネ
ルギー効率の高い機器の選択に導くことを検証している。
　これまで実施されてきた研究はランダム化比較実験や選択実験（コンジョイント分析）を用いた表明
選好法（Stated Preference Method, SP）によるものが多い 5）。さらに給湯器や LED 電球など省エネ機
器の選択に関するものが多く、省エネ住宅を対象にした研究は見られない6）。本研究はアンケート調査
に基づき、エネルギーリテラシーに関する質問をし、それらが高い個人が実際に特に ZEH 型省エネ住
宅を購入したかを明らかにする顕示選好法（Revealed Preference Method, RP）による分析である。
　本論文の構成は次のようになる。第 2 節ではアンケート調査の内容と結果を説明し、第 3 節ではエネ
ルギーリテラシーのアンケート内容と結果を説明する。第 4 節では計量経済モデルを紹介し、第 5 節で
推定結果を考察し、第 6 節では結論を述べる。

2 ．アンケート調査の概要

　調査はマイボイスコム株式会社が提供する Web アンケートを利用し、2024年 2 月に実施した。サン
プルは日本全国に住む1000の家庭を対象とした。ただし過去 5 年以内に戸建住宅を購入した家庭に限定
した。
　回答者の属性と意識調査の結果を見る。表 1 に回答者の社会属性をまとめる。これらの社会属性を説
明変数に使用する。

表 1　回答者の社会属性
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　回答者が購入した戸建住宅の種類は表 2 のとおりである。回答者には省エネ住宅とは窓や壁の断熱性
能と一次エネルギー消費量が省エネルギー基準を満たす住宅を指し、購入後に窓や壁を省エネ用にリ
フォームしたものも含むこと、太陽光パネルの代わりに家庭用風力発電など再生可能エネルギーを利用
した発電設備も含むことを説明した。省エネ住宅を購入した家庭が33.6％存在する。

　省エネ住宅を購入した回答者に対し、省エネ住宅を選択した理由を、当てはまるものを 3 つ順に回答
してもらった。表 3 はその結果である。中長期的に光熱費を削減できることを第 1 の理由として答えて
いる回答者が最も多く58.9％を占める。

表 2　購入した戸建住宅

表 3　省エネ住宅を選択した理由

　（左：度数、右：％）
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　一方で、省エネ住宅を選択しなかった回答者にもその理由を、当てはまるものを 3 つ順に回答しても
らった。表 4 はその結果である。第 1 位に初期費用が高額だからと回答している人が最も多く55.7％を
占める。

　表 5 は省エネ住宅を購入した回答者に対し、利用した支援制度を尋ねた結果である。所得税の控除や
固定資産税の減額など減税制度を利用した人が55.4％存在する一方で、何も利用していない人も33.9％
存在する。

　省エネ住宅の購入者を対象に、省エネ住宅の性能を見極めるための住宅性能表示制度や断熱性能や日
射熱取得率を示す窓の性能表示制度をどの程度参考にしたかを回答してもらった。表 6 がその結果であ
る。「大いに参考にした」、「窓や壁など部分的に参考にした」を合計すると約 7 割を占め、大半の回答
者が何等かの形で参考にしていることが分かる。「そのような制度すら知らなかった」と回答した回答
者は13.1％しか存在せず、全体的に表示制度に対する認識が高いことが分かる。

表 4　省エネ住宅を選択しなかった理由

　（左：度数、右：％）

表 5　利用した支援制度（複数回答可）
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　表 7 は省エネエアコンなど様々な機器の関心度の結果である。省エネエアコンや省エネ電球（LED）
については普及率が高く、それぞれ53.2％、63％がすでに持っていると回答している。一方で電気自動
車や蓄電池、自家用燃料電池については普及率も低く、関心度も低い。

　表 8 はエネルギー問題についての意識調査の結果である。これらのいくつかを説明変数に使用する。
安い電気・ガス料金の実現を重要と考えている人が57.5％を占める。一方で電気自動車の普及について
は重要度が低い。

表 6　性能表示制度の参考度

表 7　機器について関心度

　（上：度数、下：％）
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　表 9 は過去 1 年間での 1 か月当たり平均電気、ガス使用料金である。電気では 1 万円以上 1 万2,500
円未満が、ガスでは 0 円が最も多い。オール電化に住んでいる回答者が26.6％いると思われる。

表 8　エネルギー問題についての重要度

　（上：度数、下：％）

表 9　1 か月当たりの電気、ガス使用料金
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　住宅の購入にあたり、個人の時間選好率も重要な要因であると考える。省エネ住宅は、初期費用は高
額であるが、月当たり電気・ガス代を削減することで中長期的には費用を削減できると考えられる。時
間選好率が低い人ほど忍耐強く、将来のより高い収入を待てるため、省エネ住宅を選択すると考えられ
る。回答者には、 1 か月後に10万円、あるいは 7 か月後にさらに多くの金額をもらえるかを考えてもら
い、12個のシナリオについて、「A（ 1 か月後に10万円もらえる）」、「B（ 7 か月後に10万円＋αもらえ
る）」、あるいは「どちらでもよい」のうち、最も当てはまるものを 1 つ選んでもらった。アンケート手
法は Brent and Ward（2018）に従った。表10は回答者に提示したシナリオとその結果である。

　時間選好率ρの計算は、例えば、 1 か月後10万円をもらえるか、（ 6 か月遅らせて） 7 か月後に12万
円もらえるかという 2 つの選択肢のうち、回答者が12万円を選択すれば、次の式についてρを求める。

　（左：度数、右：％）

表10　時間選好率の結果

　（上：度数、下：％）
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　Brent and Ward（2018）に従い、リスク回避度も省エネ住宅の購入に影響すると考えた。リスク回
避的な個人は期待した便益を享受できないリスクを考え、高額な省エネ住宅の購入を見送ると考える。
回答者には次の 7 種類のくじを提示した。それぞれ 2 つの結果があり、ともに確率50％で表示された金
額が得られると説明し、望ましい方を選んでもらった。表11は回答者に提示したくじの内容と回答結果
である。

3 ．エネルギーリテラシーの質問と回答

　本節ではアンケートで実施したエネルギーリテラシーに関する質問とその回答を解説する。これらの
回答を利用してエネルギーリテラシーに関する変数を作成し、説明変数とする。エネルギーリテラシー
の高い個人が省エネ住宅を購入すると想定する。さらに個人が持つエネルギーリテラシーの種類により
選好が異なると考え、いくつかのカテゴリーに分類した。①一般的なエネルギー、②再生可能エネル
ギー、③日本で2024年 2 月現在実施されているエネルギーに関連する政策、④エネルギーに対する認識、
⑤日常生活での省エネにつながる行動、⑥節電のために実施した対策である。太陽光パネルのある省エ
ネ住宅の購買行動を分析するため、再生可能エネルギーに関するカテゴリーを設けた。これに加え、金
融・投資に関するリテラシーの質問もした。省エネ住宅は高額であり、購入には一般的に借入を伴うこ
とが多い。また省エネ住宅は初期費用である購入費用が高額であり、中長期的に運転費用である月当た
り電気・ガス料金を削減することで費用効率的になると考えられる。このような理由から金融や投資の
リテラシーも省エネ住宅の購入に影響すると考えた。カテゴリーごとにエネルギーリテラシーに関する
変数を作成した。変数の作成にあたっては、正解を 1 つ選んでもらう質問については正解者を 1 、不正
解者を 0 とする正解ダミー変数を作り合計する。その他の質問については各質問で説明する。次に各質
問の詳細とその結果を見る。

表11　リスクシナリオとその結果

12
10 =

(1 + )0.5
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1 ．エネルギー一般に関する質問（変数名：EL 一般）

Q　現在（2023年度）の日本の電源構成はどのようになっていますか。最も近いと思われるものを 1 つ
選んで下さい。

Q　次のうち CO 2 など地球温暖化ガス排出量の最も多いエネルギー源はどれですか？最も当てはまる
ものを 1 つ選んで下さい。

Q　明るさ800ルーメンの LED 電球と同じぐらいの明るさを持つ一般白熱電球はどれですか。最も当て
はまるものを 1 つ選んで下さい。

　正解：選択肢 2

正解：石炭

正解：約60W



エネルギーリテラシーが個人の省エネ住宅の購買行動に与える影響に関する実証分析（木下）　　 27

2 ． 再生可能エネルギーに関する質問（EL 再エネ）

Q　固定価格買取制度を利用して、住宅用太陽光発電（10kW 未満）で発電した場合、売電できる買取
期間は何年ですか？最も当てはまるものを 1 つ選んで下さい。

Q　2023年度の太陽光発電（10kW 未満）の 1 kWh あたり調達価格等／基準価格はおおよそいくらです
か。最も当てはまるものを 1 つ選んで下さい。

Q　2012年から始まった再生可能エネルギーの固定価格買取制度の 1 kWh あたり調達価格等／基準価
格は開始以降全般的にどのような傾向ですか。最も当てはまるものを 1 つ選んで下さい。

　正解：10年

　正解：17円（15円以上20円未満）

　正解：低下



28 　　社会科学研究年報

2024　No. 54

Q　固定価格買取制度で買い取られる再生可能エネルギー電気の買い取りに要した費用は、再エネ賦課
金によってまかなわれます。再エネ賦課金は誰が負担しますか。最も当てはまるものを 1 つ選んで下
さい。

Q　次のうち再生可能エネルギーに当たるものはどれですか？当てはまるものをすべて選んで下さい。

　変数の作成に当たっては、正解の 4 つをすべて回答している人を正解者として、正解ダミー変数を
作った。なお正解者は429人（42.9％）であった。

3 ．日本で2024年 2 月現在実施されているエネルギーに関連する政策（EL 政策）

Q　日本で2024年 2 月現在実施されているエネルギーに関連する政策はどれですか。それぞれ当てはま
るものにチェックをして下さい。

　正解：家庭も含む電気利用者

　正解：風力、太陽光、地熱、潮力
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　各設問に対して、正解を解答した回答者を 1 とし、合計正解数を説明変数として使用した。

4 ．エネルギーの認識に関する質問（EL 認識）

Q　過去 1 年間で 1 か月当たりの電気、ガス使用料金はそれぞれ平均いくらぐらいでしたか？表の電気
とガスそれぞれ最も当てはまるものを 1 つ選んで下さい。

　「分からない」と回答した人は電気では45人（4.5％）、ガスでは46人（4.6％）しか存在しなかった。
電気とガスのどちらかを「分からない」と回答した人を不正解とし、正解ダミー変数を作成した。

　正解：住宅の省エネルギーラベリング制度以外はすべて実施
　（上：度数、下：％）

　（右：度数、左：％）
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5 ．日常生活での省エネ行動（EL 行動）

Q　次の行動について、それぞれあなた自身あるいはご家族に当てはまるものを選んで下さい。
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　日常生活における省エネ行動について、自身と家族が「よくする」から「ほとんどしない」までのい
ずれかを回答してもらった。省エネにつながる行動をする人ほどエネルギーリテラシーが高いと考えた。
エネルギーリテラシー変数の作成に当たっては、行動が省エネに望ましい順に並べ、数字を割り当てた。
例えば、 1 つ目の「テレビやラジオをつけっぱなしにする」では、「全くしない」が省エネには最も望ま
しく、最もエネルギーリテラシーが高いと考える。従って、「全くしない」を 5 、「ほとんどしない」を 4 、

「たまにする」を 3 、「よくする」を 2 、「いつもする」を 1 と割り当てた。他の質問についても同様に数
字を割り当て、割り当てた数字を合計してエネルギーリテラシーに関する変数を作成した。これらの質
問のうちいくつかはエネルギーや環境に関係がないものも含まれる。省エネ住宅への関心は、エネルギー
や環境に対する意識以外にも社会全体に対する意識や関心も影響すると考える。つまりエシカルな意識
や消費も省エネ住宅の選択につながると考える。「余った食材の廃棄や食べ残しをする」、「地産商品を購
入する」、「被災地や途上国に寄付をする」、「フェアトレード商品を購入する」がエシカル消費に関連す
る質問である。これらの質問への回答を元に、個人のエシカル度の変数を同様の手法で作成した。また、
省エネ住宅での居住は快適性から健康につながるとも言われている。そこで健康に対する意識も省エネ
住宅の選択につながると考える。「日頃運動をする」、「健康に気をつかった食事をする」、「健康診断や人
間ドックを定期的に受ける」が健康意識に関する質問である。同様に健康意識に関する変数を作成した。

　（上：度数、下：％）
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6 ．節電のために実施したこと（EL 対策）

Q　節電のために何をしましたか。それぞれ当てはまるものにチェックをして下さい。

　日常生活において実施している省エネ対策に対して、制度などを利用した節電対策を実施したかを尋
ねた。回答者が実施した対策の数をエネルギーリテラシーに関する変数とした。ただし「窓や壁のリ
フォーム」、「太陽光パネルや家庭用風力発電の設置」は除いている。

7 ．金融リテラシーに関する質問（金融リテラシー）

Q　金利年率 5 ％で100万円借入すれば、 5 年後にはいくら返済しないといけませんか？最も当てはま
るものを 1 つ選んで下さい。

　（上：度数、下：％）



エネルギーリテラシーが個人の省エネ住宅の購買行動に与える影響に関する実証分析（木下）　　 33

Q　預金金利年率 1 ％で物価上昇率が年率 3 ％のとき、 1 年後の預金が持つ購買力はどのようになりま
すか？最も当てはまるものを 1 つ選んで下さい。

Q　次の記述について適切なものを 1 つ選んで下さい。「資産運用において、 1 つの企業の株式に全資
産投資することは様々な企業の株式に投資する投資信託より安全である。」

　 3 つの質問について正解ダミーを作り、合計して金融リテラシーに関する変数を作成した。

8 ．投資リテラシーに関する変数（投資リテラシー）

Q　エアコンの買い替えを検討しているとします。使用期間を10年としたとき、購入価格が30万円で、
運転費用が月額7000円（年間 8 万4000円）であるとき、安いのは以下のうちどれですか。

　正解：127.6万円

　正解：下がる

　正解：間違っている

 正解：購入価格
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Q　購入費用が20万円、年間運転費用が 5 万円のエアコンＡと購入費用40万円、年間運転費用が 2 万
5000円のエアコンＢがある。エアコンＢを使用するとき、運転費用の安さで、購入金額の超過金額を
約何年で回収できますか。最も当てはまるものを 1 つ選んで下さい。

Q　エアコンの買い替えを検討しているとします。次の 2 つのエアコンのうちどちらを購入しますか？
ただし使用期間を10年とします。

　 3 つの質問について正解ダミーを作り、合計して投資リテラシーに関する変数を作成した。

4 ．計量経済モデル

　本論文では個人が持つエネルギーリテラシーが省エネ住宅の購入にどのように影響するかを分析する。
被説明変数は次の 4 選択肢であるため多項ロジットモデルを用いる7）。
1 ．太陽光パネル付き省エネ住宅（ZEH）
2 ．太陽光パネルなし省エネ住宅
3 ．太陽光パネル付き非省エネ住宅
4 ．太陽光パネルなし非省エネ住宅
　多項ロジットモデルでは 1 つの選択肢を基準とし、基準選択肢以外のすべての選択肢において、説明
変数の係数パラメータを推定する。ここでは選択肢 4 を基準選択肢とする。係数の解釈において、例え
ば選択肢 1 におけるエネルギーリテラシーの係数が正であるとき、エネルギーリテラシーの高い個人は
基準選択肢の選択肢 4 と比べて、選択肢 1 を選択する確率が高くなることを意味する。つまり、係数の
符号により、エネルギーリテラシーの高い個人が省エネ住宅を選択する確率が太陽光パネルなし非省エ

　正解：20万÷ 2 万5000円＝ 8 年

　正解：エアコン B
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ネ住宅に対して上がるかどうかが分かる。一方限界効果ではエネルギーリテラシーの 1 ポイント増加に
対してすべての選択肢の選択確率が何％変化するかが分かる。
　エネルギーリテラシーに関する説明変数以外に使用した説明変数を表12でまとめておく。

5 ．推定結果の解釈と考察

　表13は多項ロジットモデルの推定結果である。選択肢 4 が基準選択肢であるため、各選択肢の説明変
数の符号はエネルギーリテラシーが高い人は当該選択肢に対する選択確率が選択肢 4 と比べて正であれ
ば増加する、負であれば減少することを意味する。
　係数の符号と有意性より、選択肢 1 の ZEH 型省エネ住宅を選好するのは再生可能エネルギーに関す
る知識がある人と省エネ機器に買い替えるなど節電対策をしている人である。再生可能エネルギーに関
するリテラシー変数は、選択肢 3 の太陽光パネル付き非省エネ住宅においても係数の符号が正で有意で
ある。そのような知識のある個人は省エネ住宅であろうとなかろうと太陽光パネルのある住宅を選好す
ることが分かる。固定価格買取制度を利用した売電価格は下落傾向にあるものの、太陽光パネルによる
発電による売電収入や再生可能エネルギーの普及による地球温暖化ガスの削減に関心があるためと考え
られる。省エネ機器に買い替えるなど節電対策をしている人はこのような対策と同様に太陽光パネルに
よる発電から得られる売電収入や運転費用である年間電気・ガス料金の削減により家計支出を節約でき
ると考えていると思われる。一方で、金融リテラシーのある個人は ZEH 型省エネ住宅を購入しないこ

表12　説明変数リスト（エネルギーリテラシー以外）
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とが分かる。省エネ住宅の購入には借入を伴うことが多く、金融リテラシーの高い人が借入を避ける傾
向にあれば、高額で借入を伴う ZEH 型省エネ住宅の購入を控えると考えられる。投資リテラシーは有
意でなかった。投資リテラシーの高い個人は、省エネ住宅の高額な初期費用を運転費用である年間電
気・ガス料金の削減や太陽光パネルによる発電から得られる売電収入により中長期的に大きなリターン
が得られると計算できるはずであるが、そのような結果にはならなかった。
　選択肢 2 の太陽光パネルのない省エネ住宅を選好するのは、係数が正で有意なものを取り上げると、
一般的なエネルギーに関する知識がある人、再生可能エネルギーに関する知識がある人、日常生活にお
いて省エネにつながる行動をしている人、省エネ機器に買い替えるなど節電対策をしている人である。
選択肢 1 の ZEH 型省エネ住宅より係数が正で有意な変数が多かった。このような行動や知識の促進は、
ZEH 型ではなくとも省エネ住宅の普及に貢献することが期待できる。金融リテラシーは選択肢 1 と違
い有意でなく、投資のリテラシー変数は選択肢 1 と同様に有意でなかった。
　投資リテラシーは選択肢 3 では係数の符号が負で有意であるため、投資リテラシーの高い個人は選択
肢 4 の太陽光パネルなし非省エネ住宅と比べて太陽光パネル付き非省エネ住宅を選択しないことが分か
る。これまでと同様、太陽光パネルによる発電から得られる売電収入により中長期的に大きなリターン
が得られるはずであるが、そのような結果にはならなかった。

表13　推定結果
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　多項ロジットモデルでは係数の符号は基準選択肢より選択確率が上がるか下がるかを示すものである。
一方で限界効果では、説明変数の 1 単位の変化に対するすべての選択肢の選択確率が何％変化するかを
示す。限界効果を表14に示しておく。

　表15は個人属性やエネルギーに対する意識も説明変数として含めた推定結果、表16は限界効果である。
選択肢 1 の ZEH 型省エネ住宅を購入するのは、大卒者、安い電気・ガス料金の実現が重要だと考えて
いる人である。一方で節電が重要であると考えている人は購入しない。選択肢 2 の太陽光パネルのない
省エネ住宅を購入するのは、安い電気・ガス料金の実現が重要だと考えている人である。一方で節電が
重要であると考えている人は購入しない。時間選好率やエシカル意識、健康意識は有意でなかった。

表14　限界効果

　マクファーデン決定係数　0.068　対数尤度　-1015.5148
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表15　推定結果（個人属性変数含む）
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　マクファーデン決定係数　0.137　対数尤度　-940.289

表16　限界効果
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6 ．結論

　本論文では、個人が持つエネルギーリテラシーが特に太陽光パネルが設置されている ZEH 型省エネ
住宅の購買行動への影響を実証分析した。
　分析結果より、再生可能エネルギーに関する知識があることは、ZEH 型省エネ住宅の選択につなが
ることが分かった。そのような個人は省エネ住宅であろうとなかろうと太陽光パネルのある住宅を選好
するという結果を得ており、総じて太陽光パネルや省エネ住宅を選好する。太陽光パネルや省エネ住宅
による年間電気・ガス料金の削減や地球温暖化対策への関心が高いためと考えられる。再生可能エネル
ギーに関する情報を提供することが ZEH 型省エネ住宅の普及に貢献すると考えられる。一般的なエネ
ルギーに関する知識がある人は、ZEH 型省エネ住宅は購入しないが、太陽光パネルのない省エネ住宅
を購入することも分かった。日常生活で節電行動をしている人も同様の結果であった。省エネ機器に買
い替えるなどの節電対策をしている人は、太陽光パネルの有無に関わらず省エネ住宅を購入することも
分かった。総じて個人がエネルギーに関するリテラシーを持つことは省エネ住宅の普及に貢献すること
が分かった。表明選好により分析した先行研究と同様の結果であった。
　金融リテラシーのある個人は ZEH 型省エネ住宅を購入しない。省エネ住宅の購入には借入を伴うこ
とが多く、金融リテラシーの高い人が借入を避けるという傾向であれば、高額で借入を伴う省エネ住宅
の購入を控えることも考えられる。投資リテラシーが高いことは、省エネ住宅の購入を促すことになら
なかった。高額な初期費用を運転費用である年間電気・ガス料金の削減で中長期的に大きな費用削減効
果が期待できるはずであるが、そのような結果にはならなかった。

謝辞

　本論文は文部科学省科学研究費助成金（20K01624）を使用している。調査はマイボイスコム株式会
社に委託した。担当者からはアンケートの設計で貴重なコメントを頂いた。ここに感謝の意を表します。
なお本稿の誤り等は筆者に起因します。

参考文献

Allcott, Hunt, and Michael Greenstone (2012) “Is there an energy efficiency gap?” Journal of Economic 
Perspectives, Vol.26 No.1, 3-28.

Vol.105 No.8, pp.2501-2538.
Alberini, Anna, Silvia Banfi, and Celine Ramseier (2013) “Energy efficiency investments in the home: Swiss 



42 　　社会科学研究年報

2024　No. 54

homeowners and expectations about future energy prices,” The Energy Journal, Vol.34, No.1, 49-86. 
Banfi, Silvia, Mehdi Farsi, Massimo Filippini, and Mertin Jakob (2008) “Willingness to pay for energy-saving 

measures in residential buildings,” Energy Economics, Vol.30, pp.503-516.
Blasch, Julia, Nina Boogen, Massimo Filippini, and Nilkanth Kumar (2017) “Explaining electricity demand and the 

role of energy and investment literacy on end-use efficiency of Swiss households,” Energy Economics, Vol.68, 
89-102.

Blasch, Julia, Nina Boogen, Claudio Daminato and Massimo Filippini (2021) “Empower the Consumer! Energy-
related Financial Literacy and its Implications for Economic Decision Making,” Economics of Energy & 
Environmental Policy, Vol. 10, No. 2, 149-180.

Blasch, Julia, Massimo Filippini, and Nilkanth Kumar (2019) “Boundedly rational consumers, energy and 
investment literacy, and the display of information on household appliances,” Resource and Energy Economics, 
Vol.56, 39-58.

Blasch, Julia, Massimo Filippini, Nilkanth Kumar and Adan L. Martinez-Cruz (2022) “Boosting the choice of 
energy-efficient home appliances: the effectiveness of two types of decision support,” Applied Economics, 
Vol.54, No.31, 3598-3620

Brent, Daniel A., Michael Ward (2018) “Energy efficiency and financial literacy,” Journal of Environmental 
Economics and Management, Vol.90, 181-216.

Broek, Karlijn Van Den (2019) “Household energy literacy: A critical review and conceptual typology,” Energy 
Research & Social Science, Vol. 57, 101256.

Brounen, Dirk, Nils Kok, and John M. Quigley (2013) “Energy literacy, awareness, and conservation behavior of 
residential households,” Energy Economics, Vol.38, 42-50.

Cameron, A. Colin and Pravin K. Trivedi (2005) Microeconometrics Method and Application, Cambrige, Chapter 
15, 490-528

Davis, Lucas W., and Gilbert E. Metcalf (2016) “Does Better Information Lead to Better Choices? Evidence from 
Energy-Efficiency Labels,” Journal of Association of Environmental and Resource Economists, Vol.3 No.3, 589-
625.

Kinoshita, Shin (2023) “An Empirical Analysis of the Influence of Individual Energy Literacy on Preference for 
Energy Efficient Houses,” JEPA2023, The 22nd International Conference of the Japan Economic Policy 
Association

Kwak, So-Yoon, Seung-Hoon Yoo, and Seung-Jun Kwak (2010) “Valuing energy-saving measures in residential 
buildings: A choice experiment study,” Energy Policy, Vol.38, pp.673-677. 

Lang, Ghislaine, Mehdi Farsi, Bruno Lanz and Sylvain Weber (2021) “Energy efficiency and heating technology 
investments: Manipulating financial information in a discrete choice experiment,” Resource and Energy 
Economics, Vol.64, 101231.

Newell, Richard G., and Juha Siikamaki (2014) “Nudging energy efficiency behavior: the role of information labels,” 
Journal of Association of Environmental and Resource Economists, Vol.1 No.1, 555-598.

　1）　経済産業省資源エネルギー庁『エネルギー白書2018』
　2）　Broek（2019）では、① device energy literacy、② action energy literacy、③ financial energy literacy、④

multifaceted energy literacy の 4 つに分類している。
　3）　Brent and Ward（2018）、Blasch et al.（2019）でも金融や投資のリテラシーを扱い、リテラシーの高い個人

は省エネ家電（電球と冷蔵庫）を選好することを選択実験により明らかにしている。
　4）　Allcott and Greenstone（2012）など。
　5）　Brounen et al.（2013）、Blasch et al.（2017）も表明選好ではなく、サーベイデータを用いた顕示選好による

分析である。
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に対する選好を選択実験など表明選好により計測したものであり、個人のエネルギーリテラシーは扱っていない。
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